
５．地域でくらすためのサポート

（１）地域をつくるための教育と学校へのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 南部地域におけるへき地教育振興事業 複数市町村における教員等の共同設置事業　複数校を併任する常勤専科教員や指導主事の設置をへき地の複数　の市町村が共同で行う事業に対し補助　　スキーム：県1/2　市町村1/2　　助成対象：へき地学校が所在する市町村　　県予算額：6,904千円 市町村 奈良県 教育委員会教職員課
遠距離児童生徒通学費補助事業 学校統合等による通学費の保護者負担を軽減するため、町村の遠距離児童生徒通学費に対する助成  スキーム：県1/4　町村3/4  助成内容：補助対象額＝{（通学費－特別交付税）×1/4}－国庫  助成対象：山添村、高取町、下市町、野迫川村、東吉野村　県予算額：11,445千円 町村 奈良県 教育委員会学校教育課
小規模校における協働学習を活性化するためのＩＣＴ活用事業 小規模校における学校教育の維持向上を図るため、小規模校を含む２小学校間におけるＩＣＴを活用した協働学習等をモデル市村に委託して実施　　スキーム：国10/10　　委託対象：五條市、曽爾村、御杖村、川上村、東吉野村　　県予算額：5,638千円 市村 奈良県 教育委員会学校教育課
学校・地域パートナーシップ事業 学校・地域パートナーシップ事業市町村補助　地域で子どもを育てるため、学校が保護者・地域住民と協働し、　子どもの課題解決に向けた取組を推進する市町村事業に助成　　スキーム：県2/3(国1/2　県1/2)　市町村1/3、国10/10  　助成対象：大和高田市ほか32市町村　　県予算額：51,581千円［一部27年度2月補正］ 市町村（奈良市除く） 奈良県 教育委員会人権・地域教育課
幼稚園運動場芝生化促進事業 新たに公立幼稚園等運動場の芝生化を行った市町村に対する助成　芝生化新設工事費等補助（設置年のみ）　　スキーム：県1/2　市町村1/2　（限度額　1,200千円）　　助成対象：芝生化を希望する幼稚園等が所在する市町村　　県予算額：2,400千円 市町村 奈良県 教育委員会保健体育課②地域づくり団体に対する直接助成 青少年育成指導者養成事業 地域の青少年を指導育成する指導員の活動経費及び研修等費用を助成  助成対象：奈良県青少年指導員連絡協議会  県予算額：1,834千円 奈良県青少年指導員連絡協議会 奈良県 くらし創造部青少年・社会活動推進課子どもと大人でつくる地域のつながり事業 自治会、ＮＰＯ等が行う子どもと大人の交流を図る地域活動に対し補助　補助上限：100千円　県予算額：1,400千円 地域団体等 奈良県 くらし創造部青少年・社会活動推進課新　「子どもの学び場」づくり支援事業 子どもが安心して集い、学習できる場所を地域で増やすため、市町村と連携した自発的な学び場づくりや活動の充実に対し補助　スキーム：県1/2（上限　立ち上げ支援　200千円、充実支援　100　　　　　　千円）　実施主体1/2　助成対象：ＮＰＯ法人等　県予算額：1,100千円 NPO法人等 奈良県 教育委員会人権・地域教育課③県庁力によるサポート 児童生徒のいじめ相談員配置事業 いじめ相談員として教職員経験者等を県内公立小学校に派遣　支援対象：市町村　県予算額：8,424千円 市町村 奈良県 教育委員会生徒指導支援室「心の教育」推進事業 スクールカウンセラーを県内全ての公立中学校に派遣（校区内の小学校からの相談にも対応する）　支援対象：市町村　県予算額：42,717千円 市町村 奈良県 教育委員会生徒指導支援室
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 教育相談事業 スクールカウンセリングカウンセラー派遣事業　支援内容：要請に応じてスクールカウンセリングカウンセラーを　　　　　　県内公立学校（園）等に派遣　支援対象：市町村　県予算額：2,425千円 市町村 奈良県 教育委員会教育研究所④国からの助成 幼稚園就園奨励費補助金 家庭の所得状況に応じて子どもを私立幼稚園に就園させている保護者の経済的負担の軽減等を図るため、市町村が実施する就園奨励事業に対して国がその経費の一部を補助　スキーム：入園料、保育料　　　　　　国1/3　市町村2/3 市町村 文部科学省 教育委員会学校教育課理科教育設備整備費等補助金 理科、算数及び数学に関する教育を実施するために、設備の整備等の事業を行った地方公共団体等に対して補助　国1/2　市町村1/2 市町村 文部科学省 教育委員会学校教育課新　幼稚園就園奨励事業管理システム開発費補助金 幼稚園就園奨励事業を円滑に実施できるよう市町村が行う既存の幼稚園就園奨励事業管理システムの改修に対して、国がその経費の一部を補助　スキーム：国1/2 市町村1/2 市町村 文部科学省 教育委員会学校教育課
学校施設環境改善交付金

公立の義務教育諸学校等施設に係る改築や補強、大規模改造等の施設整備事業に対し交付　スキーム：危険改築　原則1/3、過疎5.5/10　　　　　　不適格改築　原則1/3、過疎5.5/10、　　　　　　　　　　　地震特措法1/2（特）地震改築　　　      　　　　（Is値0.3未満かつ、やむを得ない場合）　　　　　　地震補強　原則1/3　　　　　　　　　　　地震特措法1/2（Is値0.3以上）　　　　　　　　　　　地震特措法2/3（Is値0.3未満）      　　　大規模改造（老朽）1/3 市町村 文部科学省 教育委員会学校支援課保健体育課
要保護児童生徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金

要保護児童生徒援助費補助金  市町村が経済的理由により修学困難と認められる児童、生徒の保  護者に対して必要な援助を与えた場合、国がその経費の一部を補  助　スキーム：修学旅行費、学用品費、給食費、医療費等　　　　　　国1/2　市町村1/2特別支援教育就学奨励費補助金　市町村が特別支援学級に就学する児童生徒の保護者に対して必要　な援助を与えた場合、国がその経費の一部を補助　スキーム：給食費、修学旅行費、学用品購入費等　　　　　　国1/2　市町村1/2
市町村 文部科学省 教育委員会学校教育課保健体育課

⑤公的団体からの助成 公共スポーツ施設等活性化助成事業 公共スポーツ施設等の有効利活用促進のための効果的・効率的な利用システムの整備または特色あるソフト事業に対して助成　助成金額：1,000千円～3,000千円（システム整備）　　　　　　1,000千円（ソフト事業）　助成割合：10/10 市町村、広域連合、一部事務組合、協議会 (一財)地活性化センター 地域振興部市町村振興課コミュニティ助成事業（青少年健全育成） 青少年の健全育成助成に資するため、主として親子で参加するイベント等ソフト事業への助成　助成金額：300千円～1,000千円　助成割合：10/10 市町村、コミュニティ組織 (一財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課
子どもゆめ基金 未来を担う夢を持った子どもの健全育成を進めるため、民間団体が実施する体験活動や読書活動等への助成  助成対象：子どもの体験活動　　　　　　子どもの読書活動　　　　　　子ども向けの教材開発・普及活動  助成金額：20千円～6,000千円

社団法人､財団法人、ＮＰＯ法人等、青少年の教育に関する活動を行う民間団体
(独)国立青少年教育振興機構 教育委員会人権・地域教育課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑤公的団体からの助成
グラウンド芝生化事業（地域スポーツ施設整備助成）

地域住民の身近なスポーツ活動の場となる公立学校等の屋外グラウンドを芝生化する事業への助成　天然芝生化新設事業 　 助成金額：48,000千円（上限） 　 助成割合：4/5　天然芝生化改設事業 　 助成金額：30,000千円（上限） 　 助成割合：3/4　人工芝生化新設事業 　 助成金額：48,000千円（上限） 　 助成割合：4/5  人工芝生化改設事業 　 助成金額：30,000千円（上限） 　 助成割合：3/4  天然芝維持活動事業　　助成金額：1,333千円（上限）　　助成割合：2/3
県、市町村等 (独)日本スポーツ振興センター 教育委員会保健体育課

スポーツ施設等整備事業
学校開放事業によるスポーツ活動に供する施設の整備・屋外グラウンドに設置する屋外夜間照明施設の整備・スポーツ活動に供するシャワー室、更衣室等、トイレ等諸室の新　築又は改築　助成対象：学校開放に関する規程を整備し、利用条件が広く地域　　　　　　に周知され、地域のスポーツ活動の拠点として活用さ　　　　　　れていること　　　　　　対象経費の合計額が10,000千円以上30,000千円(限度　　　　　　額）　助成金額：20,000千円（上限）　助成割合：2/3

県、市町村等 (独)日本スポーツ振興センター 教育委員会保健体育課
⑥アドバイス・相談 児童生徒健全育成推進プロジェクト事業 困難な問題行動等が発生した学校に、教員ＯＢ（ＯＧ）等からなる「学校支援アドバイザー」を派遣し、学校・保護者を支援　支援内容：学校支援アドバイザー　５人 － 奈良県 教育委員会生徒指導支援室「学校支援チーム」による対応 問題行動等の対応に苦慮する学校に対して、関係機関等との連携により、迅速かつ効果的に支援 － 奈良県 教育委員会生徒指導支援室

39 地域でくらすためのサポート



５．地域でくらすためのサポート

（２）地域の安全・安心を守るためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 市町村防災訓練支援事業 「奈良県防災の日及び防災週間」に災害種別ごとの訓練を実施する市町村が行う訓練実施のための資機材購入や会場設営等に要する経費に対し補助　スキーム：県1/3　市町村2/3　補助上限額：400千円　助成対象：２市町村　県予算額：800千円 市町村 奈良県 知事公室防災統括室
消防力強化支援事業 国庫補助を補完し、市町村の消防設備の整備促進に対する助成　助成内容：補助率　一般1/3　過疎5.5/10　助成対象：整備実施市町村　県予算額：14,400千円 市町村 奈良県 知事公室消防救急課
広域消防通信システム補助事業 市町村が広域的に整備する消防救急無線施設及び消防指令センターの一元化整備に対して助成　助成内容：市町村等が発行した地方債の償還のうち交付税措置　　　　　　を除いた市町村の実負担額の1/2　助成対象：消防広域化団体　県予算額：40,941千円 市町村、一部事務組合等 奈良県 知事公室消防救急課
地域防犯重点地区支援事業補助金 防犯カメラの設置を行う自治会や自主防犯団体を支援する市町村に対し補助　スキーム：県1/2　市町村1/2　補助限度額：200千円／地区　県予算額：5,000千円 市町村 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課再生可能エネルギー等導入推進事業 地域の避難所や防災拠点等に再生可能エネルギー等を導入する市町村等に対し補助　スキーム：国（基金）10/10　県予算額：1,089,125千円 市町村等 奈良県 地域振興部エネルギー政策課市町村消費者行政活性化助成事業 市町村が行う消費者行政活性化事業の取組みに要する経費の助成　スキーム：国10/10　県予算額　37,531千円 市町村 奈良県 くらし創造部消費・生活安全課
安心して暮らせる地域公共交通確保事業

公共交通の利用促進と効率的な運行、まちづくりと一体となった公共交通のあり方等の検討や実証運行に対し補助　運行効率化計画等の策定への支援    スキーム：県10/10　  助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村  利用環境整備への支援　　スキーム：県1/2　実施主体1/2、県1/3　実施主体等2/3　　助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村　実証運行への支援　　スキーム：県1/3　実施主体等2/3　　助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村　  県予算額：33,582千円
市町村市町村が参画する協議会 奈良県 県土マネジメント部地域交通課

奈良県基幹公共交通ネットワーク確保事業 利用目的に応じた交通サービスを確保するため、市町村連携による広域の路線バスの代替運行に対し補助　補助上限：収支差の1/2　スキーム：県3/10・市町村等7/10　助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村　県予算額：10,000千円
市町村地域公共交通活性化再生法に定める協議会 奈良県 県土マネジメント部地域交通課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 住宅・建築物の耐震診断・耐震改修に対する補助事業を実施する市町村を支援　既存木造住宅耐震診断支援事業　　木造住宅の耐震診断に要する経費の一部を助成　　　対象市町村：財政力指数（過去3年間の平均値）が0.7未満の　　　　　　　　　市町村等　　　スキーム：国1/2（直接）　県1/4　市町村1/4  　　助成対象：昭和56年の新耐震基準以前に建てられた木造住宅                200戸（50千円/戸）　特殊建築物等耐震診断支援事業　　市町村が実施する精密耐震診断費用補助に対する助成　　　対象市町村：財政力指数（過去3年間の平均値）が0.7未満の　　　　　　　　　市町村等　　　スキーム：国1/3（直接）　県1/6　市町村1/6　所有者1/3　　　助成対象：多数の者が利用する建築物　2棟                                       （上限2,000千円/棟）　　　　　　　　　　　　　　　　　住宅 　 5棟                                       （上限  100千円/棟）
市町村 奈良県 まちづくり推進局建築課

　既存木造住宅耐震改修支援事業　　市町村が実施する木造住宅耐震改修費用補助に対する助成　　　対象市町村：財政力指数（過去3年間の平均値）が0.7未満の　　　　　　　　　市町村等　　　スキーム：国1/2（直接）　県1/4　市町村1/4　　　助成対象：昭和56年の新耐震基準以前に建てられたの木造                住宅　　　　50戸                         （工事費に応じて200千円～500千円）　　県予算額：7,246千円②地域づくり団体に対する直接助成 自主防災訓練支援事業 防災に関する知恵・知識を習得することはもとより、体験により「実践的で行動につながる力を自分たちで身につける」ことを目的に、市町村と連携して、地域住民や自主防災組織が主体となって行う訓練を支援　支援対象：年間４地区　県予算額：616千円 地域団体 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課地域の地域防災力向上支援ワークショップ 災害時の孤立化等が懸念される南部及び東部地域等で、自主防災についての地域の課題や問題解決のための参加型の研修もしくは訓練などを行う　支援対象：年間２地区　県予算額：262千円 市町村・地域団体 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課
安心して暮らせる地域公共交通確保事業

公共交通の利用促進と効率的な運行、まちづくりと一体となった公共交通のあり方等の検討や実証運行に対し補助　運行効率化計画等の策定への支援    スキーム：県10/10　  助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村  利用環境整備への支援　　スキーム：県1/2　実施主体1/2、県1/3　実施主体等2/3　　助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村　実証運行への支援　　スキーム：県1/3　実施主体等2/3　　助成対象：上記事業を実施する協議会、市町村　  県予算額：33,582千円
市町村市町村が参画する協議会 奈良県 県土マネジメント部地域交通課

奈良県基幹公共交通ネットワーク確保事業
利用目的に応じた交通サービスを確保するため、広域の路線バスの運行に対し補助　補助上限：収支差の1/2　スキーム：県3/10・実施主体等7/10　市町村連携による路線バスの代替運行に対し補助　補助上限：収支差の1/2　スキーム：県3/10・市町村等7/10補助対象系統を運行するノンステップバス等の導入に対し補助　スキーム：県1/3・実施主体等2/3　助成対象：乗合バス事業者、上記事業を実施する協議会、市町村　県予算額：197,479千円

乗合バス事業者市町村地域公共交通活性化再生法に定める協議会 奈良県 県土マネジメント部地域交通課
③県庁力によるサポート 新　市町村住民避難対策支援事業 市町村地域防災計画見直し支援事業（平成26年度～27年度）の成果及び平成27年９月の関東・東北豪雨による水害等の教訓を踏まえ、市町村の住民避難対策を支援　支援内容：個別相談、会議及び市町村職員向け研修会等を活用し            た支援　支援対象：全市町村　  県予算額：729千円 市町村 奈良県 知事公室防災統括室

住宅・建築物耐震化促進事業（住宅・建築物耐震対策補助事業）

41 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 市町村災害対応支援事業 市町村職員を対象に、防災に対する意識及び知識の向上を図るため、災害対応等にかかる研修会を開催　支援内容：個別課題にかかる研修会　支援対象：全市町村　  県予算額：582千円 市町村 奈良県 知事公室防災統括室
孤立集落の対策支援事業 孤立可能性集落箇所を把握し、災害時に活用できる臨時ヘリポートを確認することにより、市町村の孤立集落対策を支援 県予算額：1,000千円 市町村 奈良県 知事公室防災統括室
防災対策啓発事業 自助・共助を促進し、地域防災力を向上させるため、地震に関する知識や、家庭・地域での震災対策についてのパンフレットを作成し、出前トーク等で配布するとともに、市町村や消防本部へも配布　県予算額：243千円 市町村、消防本部、地域団体 奈良県 知事公室防災統括室新　災害対応市町村連携訓練事業 災害時に市町村が災害対応を迅速・的確に行えるよう、市町村防災担当職員を対象とした図上訓練等を実施　県予算額：1,265千円 市町村 奈良県 知事公室防災統括室
全国地域安全運動奈良県民大会の開催事業 10月の全国地域安全運動の一環として、自主防犯活動の意識を高めるため講演会を開催　支援内容：自主防犯活動の活性化のための講演会　　　　　　　実施回数　年１回　　　　　　　募集人員　700名　県予算額：580千円 市町村、地域団体 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課自主防犯・防災活動団体に対する情報提供事業 自主防犯・防災に関する情報を市町村や自治会等に提供　支援内容：メールマガジンの発行（年４回発行）等　県予算額：53千円 市町村、地域団体 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課
自主防犯・防災リーダー研修事業 自主防犯活動団体及び自主防災組織等地域のリーダーを養成する研修会を開催（日本防災士機構の防災士の受験資格取得）　支援内容：地域のリーダー等を養成する研修会 　　　　　 実施回数　年１回（３日間） 　　　　　 募集人員　300名（予定）  支援対象：地域のリーダーおよびリーダーになる意志のある方　県予算額：869千円 市町村、地域団体 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課
自主防犯・防災リーダーフォローアップ事業

県が主催する「自主防犯・防災リーダー研修」を修了された方を対象に、そのフォローアップのための研修を実施し、その後の活動状況や防犯防災に対するニーズの把握と、地域のリーダー同士の交流を促進　支援内容：図上演習の指導、専門家による振り返り講義、　　　　　　対話形式のグループワーク等　　　　　　実施回数　年1回　県予算額：133千円 市町村、地域団体 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課
消費者行政強化・活性化事業（市町村相談窓口支援事業・消費生活相談事業（市町村支援）・事業者専門事業（市町村支援））

市町村の消費生活相談窓口の充実に対する支援　支援内容：県消費生活センターの苦情処理専門員（弁護士）、　　　　　　事業者専門指導員及び消費生活相談員が市町村からの　　　　　　相談に対応消費生活相談に係る有資格者を人材登録　　　　　　し、市町村に情報提供　　　　　　苦情処理事例研究会　12回　支援対象：全市町村　　県予算額：9,098千円[一部27年度2月補正] 市町村 奈良県 くらし創造部消費・生活安全課
奈良県地域交通改善協議会 地域の移動ニーズに応じた交通サービスの実現に向け、知事と市町村長、交通事業者等で組織する「奈良県地域交通改善協議会」で協議を実施  県予算額：657千円 市町村、交通事業者等 奈良県 県土マネジメント部地域交通課住宅・建築物耐震化促進事業（耐震化知識普及事業） 耐震に関する意識啓発を県民に実施、震災被害の軽減を支援　支援内容：耐震フォーラムや民間セミナーへ講師として技術者            を派遣　20人  県予算額：668千円 市町村、自治会、地域団体 奈良県 まちづくり推進局建築課住宅・建築物耐震化促進事業（既存木造住宅耐震診断技術者支援事業） 耐震診断に派遣する技術者を養成・登録し、市町村が実施する木造住宅耐震診断事業を支援　支援内容：養成講習会兼技術研修会　100名　　　　　　登録時講習会  100名　県予算額：129千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局建築課42 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 被災建築物応急危険度判定制度推進事業 震災時の被災建築物の危険度を応急的に判定する技術者を養成・登録し、発災時に市町村が行う被災建築物応急危険度判定を支援　支援内容：技術者養成講習会　100名程度　県予算額：785千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局建築課④国からの助成 消防防災施設等整備費補助金 地域の消防防災体制の確立、特に消防力の重点的整備及び各市町村における消防力水準の均衡的向上を図るため、市町村の消防施設の計画的整備を促進　スキーム：消防防災施設            一般1/3　　　　　　財政上の特別措置等によるもの1/2～5.5/10　　　　　　緊急消防援助隊設備1/2 市町村、一部事務組合等 総務省消防庁 知事公室消防救急課
民放ラジオ難聴解消支援事業 国民生活に密着した情報や災害時における生命・財産の確保に必要な情報の提供を確保するため、ラジオの難聴解消のための中継局整備費用の一部を補助　スキーム：地理的・地形的難聴、外国波混信2/3　　　　　　都市型難聴1/2 民間ラジオ放送事業者、自治体等 総務省 総務部情報システム課
放送ネットワーク整備支援事業 被災情報や避難情報など、国民の生命・財産の確保に不可欠な情報を確実に提供するため、放送網の遮断の回避等といった観点から、次の費用の一部を補助　補助内容：①放送局の予備送信設備、災害対策補完送信所、　　　　　　　緊急地震速報設備等の整備費用　　　　　　②ケーブルテレビ幹線の２ルート化等の整備費用　スキーム：地方公共団体1/2            第三セクター、地上基幹放送事業者等1/3（国27補正、国28当初事業）

地方公共団体、第三セクター、地上基幹放送事業者等 総務省 総務部情報システム課
観光・防災Wi-Fiステーション整備事業 観光拠点及び防災拠点における公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行う地方公共団体等に対しその費用の一部を補助　スキーム：地方公共団体1/2、第三セクター1/3 地方公共団体、第三セクター 総務省 総務部情報システム課新　公衆無線LAN環境整備支援事業 観光拠点及び防災拠点における公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行う地方公共団体等に対しその費用の一部を補助　スキーム：地方公共団体1/2、第三セクター1/3 地方公共団体、第三セクター 総務省 総務部情報システム課新　自治体情報セキュリティ強化対策事業 二要素認証導入や庁内ネットワークのインターネット環境からの分割等により自治体の庁内ネットワークの強靱性を向上させるための費用の一部を補助　スキーム：市町村1/2（国27補正事業） 市町村 総務省 総務部情報システム課新　情報通信基盤整備推進事業 固定系超高速ブロードバンド未整備地域のうち民間事業者による整備が見込まれない条件不利地域において、光ファイバ等の超高速ブロードバンド基盤の整備をする地方公共団体に対しその費用の一部を補助　スキーム：市町村1/3（財政力指数が0.3未満の市町村1/2） 市町村 総務省 総務部情報システム課地域公共交通確保維持改善事業（地域公共交通再編調査事業） 地域公共交通再編実施計画の策定に要する経費について補助金を交付  スキーム：定額（上限額20,000千円）　対象者：協議会 協議会 国土交通省 県土マネジメント部地域交通課地域公共交通確保維持改善事業（地域間幹線系統確保維持費国庫補助金） 都道府県協議会等が定めた生活交通ネットワーク計画に確保又は維持が必要として掲載された運行系統に対する運行経費補助　スキーム：収支差額の1/2　対象者：乗合バス事業者、協議会　平成27年度内定額：32系統、131,279千円 乗合バス事業者、協議会 国土交通省 県土マネジメント部地域交通課地域公共交通確保維持改善事業（車両減価償却費等国庫補助金） 都道府県協議会又は市町村協議会等が定めた生活交通ネットワーク計画に取得が必要として掲載された車両の取得にかかる費用を補助　スキーム：減価償却費又はリース料の1/2　対象者：乗合バス事業者、自家用有償旅客運送事業者、　　　　　協議会　平成27年度内定額：８両、11,392千円 乗合バス事業者、自家用有償旅客運送事業者、協議会 国土交通省 県土マネジメント部地域交通課地域公共交通確保維持改善事業（地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金） 市町村協議会等が定めた生活交通ネットワーク計画に確保又は維持が必要として掲載された運行系統に対する運行経費補助　スキーム：収支差額の1/2（当該市町村の人口等を基準として　　　　　　国土交通大臣が算定する額を上限）　対象者：乗合バス事業者、自家用有償旅客運送事業者、　　　　　協議会 乗合バス事業者、自家用有償旅客運送事業者、協議会 国土交通省 県土マネジメント部地域交通課地域公共交通確保維持改善事業（地域公共交通調査事業） 地域の公共交通に関する確保維持改善に関する計画の策定調査に必要な経費について補助金を交付  スキーム：定額（上限額20,000千円）　対象者：協議会 協議会 国土交通省 県土マネジメント部地域交通課

43 地域でくらすためのサポート



区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当④国からの助成 防災・安全交付金（住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修事業））
市町村が行う住宅・建築物の耐震化の計画策定、誘導等のための事業に対する補助　スキーム：1/2市町村が自ら行う建築物の耐震診断、改修又は建替に対する補助　スキーム：（緊急輸送道路沿道等）診断1/2、改修1/3             (避難所等）診断1/3、改修1/3　　　　　　 (要緊急安全確認大規模建築物)診断1/2、改修1/3　　　　　　（その他の建築物）診断1/3、改修11.5%　　　　　　　　　　　　　　（いずれも限度単価有り） 市町村 国土交通省 まちづくり推進局建築課

防災・安全交付金（住宅建築物安全ストック形成事業（民間建築物のアスベスト対策事業）） 民間建築物のアスベスト対策は、所有者が自ら対処することが基本原則であるが、アスベスト除去等を促進するため、アスベストの分析・調査費用に対し助成  スキーム：10/10 市町村 国土交通省 まちづくり推進局建築課社会資本整備総合交付金（狭あい道路整備等促進事業） 狭あい道路（有効幅員4ｍ未満）の解消による安全な住宅市街地の形成を図るため、狭あい道路の拡幅整備に係る用地費、舗装費等に対し助成  スキーム：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局建築課⑤公的団体からの助成 市町村防災力強化出前研修
市町村職員の災害対応に必要な知識の習得、スキルアップを図るための助成　助成内容：次にあげる演習を市町村対象に実施　　　　　　①市町村長防災危機管理ラボ　　　　　　②災害応急対応高度化研修　　　　　　③市町村防災力強化専門研修　　　　　　④市町村防災力強化出前研修　　　　　　⑤市町村職員防災基本研修　　　　　　⑥防災啓発研修　　　　　　⑦防災ｅ－ラーニング 市町村 (一財)消防科学総合センター 知事公室防災統括室

林野火災防止用標識作成配布事業 林野の入山者に対して、火の用心を呼びかけ、林野火災の防止を図るための標識整備への助成　助成内容：「山火事防止ポスター」を基にした標識(看板)の            寄贈　助成割合：現物支給 市町村、消防本部 (一財)日本防火・危機管理促進協会 知事公室防災統括室消防団員安全装備品整備等助成事業 消防団員の安全確保の促進を支援するため、活動に係る安全装備品の整備、健康診断の実施に対して助成　助成内容：安全装備品、無線機器、照明器具、健康診断等　助成割合：10/10 市町村、一部事務組合等 消防団員等公務災害補償等共済基金 知事公室消防救急課

コミュニティ助成事業（地域防災組織育成助成事業）

地域防災のリーダーである消防団の装備の拡充を図るとともに、消防団の活動に対し地域住民から積極的な協力を得るために必要となる設備の整備に対して助成　助成内容：活動用資機材　　　　　　広報活動　　　　　　住民への防災指導　　　　　　住民や事務所等の地域交流活動　　　　　　消防団参加促進活動　等　助成金額：1,000千円（上限）　　　　　 （事業費が500千円以上であること）　助成割合：10/10防火、防災訓練用等の機材の寄贈民間防火組織等を育成することを目的とした助成事業　助成内容：防火防災用訓練資機材（上限600千円） 　　　　　 防火広報用視聴覚資機材（上限1,000千円） 　　　　　 幼年消防用活動資機材（上限400千円）　助成割合：10/10女性消防隊及び少年消防クラブの育成強化を図るための助成　助成内容：①初期消火活動及び予防活動助成事業 　　　　　 ②初期活動及び応急救護普及活動助成事業　　　　　　  　Ｄ－１級軽可搬消防ポンプの購入　　　　　　③少年消防クラブ育成助成事業　助成金額：1,000千円（上限）　助成割合：10/10

市町村、一部事務組合等 (一財)自治総合センター 知事公室消防救急課

コミュニティ助成事業（自主防災組織育成助成） 宝くじの社会貢献広報事業として、自主防災組織の防災活動に必要な資機材等の整備への助成 　助成金額：300千円～2,000千円 　助成割合：10/10 自主防災組織 (一財)自治総合センター 知事公室安全・安心まちづくり推進課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当⑥アドバイス・相談 安全・安心まちづくりアドバイザー派遣事業 自治会や自主防犯団体、自主防災組織等が開催する自主防犯・防災に関する講演会・研修会等を実施する際にアドバイザーを派遣（アドバイザーの謝金、旅費は県負担）　県予算額：625千円 － 奈良県 知事公室安全・安心まちづくり推進課
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５．地域でくらすためのサポート

（３）地域の環境・景観の保全と創造、人権を守るためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 隣保館運営等事業費補助事業 市町村の隣保館運営等各種の事業に要する経費について補助  スキーム：国1/2　県1/4  市町村1/4　  県予算額：238,416千円 市町村 奈良県 くらし創造部人権施策課人権啓発推進事業（インターネット差別書込み対策事業補助） インターネット上の掲示板への差別書込みに対する情報収集・啓発活動等に対する補助  スキーム：県1/2　市町村人権･同和問題啓発活動推進本部連　　　　　  絡協議会（市町村啓発連協）1/2　　県予算額：527千円 市町村啓発連協 奈良県 くらし創造部人権施策課
市町村人権問題啓発活動充実強化 「市町村人権・同和問題啓発活動推進本部連絡協議会」（市町村啓発連協）が実施する事業のうち県が認めた事業に対する補助  スキーム：県1/2　市町村啓発連協1/2  県予算額：1,870千円 市町村啓発連協 奈良県 くらし創造部人権施策課市町村人権問題啓発活動充実強化（人権啓発活動地方委託事業） 人権思想の普及高揚を図り、地域住民に人権問題に対する正しい認識を広めるための人権啓発活動を市町村等に委託  スキーム：国10/10  県予算額：19,146千円 市町村、市町村啓発連協 奈良県 くらし創造部人権施策課人権啓発推進事業（差別事象調査研究指導費） 県内で発生した差別事象に関する調査分析と報告書の作成を、全市町村で構成する「市町村人権・同和問題啓発活動推進本部連絡協議会」（市町村啓発連協）に委託　スキーム：県10/10　県予算額：657千円 市町村啓発連協 奈良県 くらし創造部人権施策課人権施策推進事業費補助（隣保館職員研修事業等補助金） 隣保館の機能充実を図るため、奈良県隣保館協議会が実施する隣保館職員研修事業等に対し補助　スキーム：県1/2　奈良県隣保館協議会1/2  県予算額：400千円 奈良県隣保館協議会 奈良県 くらし創造部人権施策課浄化槽設置整備補助事業 市町村が実施する合併処理浄化槽設置者への助成事業に対する補助　スキーム：国（直接補助）1/3　県1/3　市町村1/3　助成対象：奈良市外20市町村　県予算額：45,300千円 市町村 奈良県 景観・環境局環境政策課
地域環境対策事業 市町村（保健所設置市除く）が実施する処分場周辺の環境整備や不法投棄防止対策へ助成  スキーム：県1/2　2/3、市町村1/2　1/3  助成内容：産業廃棄物最終処分場周辺環境調査、環境整備、産            業廃棄物不法投棄防止対策及び環境学習等地域活動            支援に係る経費　助成対象：市町村（保健所設置市を除く）　県予算額：37,500千円 市町村 奈良県 景観・環境局廃棄物対策課
産業廃棄物監視支援事業 保健所設置市が実施する産業廃棄物処理施設等からの採取物や放流水等の調査分析や不法投棄防止対策事業への助成  スキーム：県1/2　市1/2  助成内容：産業廃棄物の不法投棄防止対策事業  助成対象：保健所設置市（奈良市）　県予算額：1,500千円 市町村 奈良県 景観・環境局廃棄物対策課
特定産業廃棄物処理対策事業 特定産業廃棄物の処理に対する助成  スキーム：県1/2　市町村1/2  助成内容：特定産業廃棄物の処理経費　＠23,000円/トン  助成対象：御所市ほか５市町　県予算額：7,467千円 市町村 奈良県 景観・環境局廃棄物対策課
アクアセンター搬入道路整備補助事業

広域的なし尿処理施設設置に伴い地元市が行う周辺環境整備への助成  スキーム：社会資本整備総合交付金（旧地方道路整備臨時交　　　　　　付金対象事業費）から交付金及び地方債の元金に　　　　　　かかる地方交付税措置額を除いた額について、　　　　　　県1/2　市1/2  助成内容：し尿処理施設搬入道路整備事業  助成対象：御所市　県予算額：5,999千円 市町村 奈良県 景観・環境局廃棄物対策課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当①県から市町村に対する直接助成 国定公園施設整備市町村補助事業 国定公園内又は長距離自然歩道が通過する市町村の、地域の実情に応じた自然歩道・自然公園施設整備に対する補助　スキーム：45/100　　県予算額：9,222千円 市町村 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課
植栽整備推進補助金 植栽計画のエリア内における植栽景観の向上にかかる整備を実施する市町村及び地元団体等に対し補助　スキーム：（市町村）　県1/2　市町村1/2　　　　　　（地元団体等）　県1/3　市町村1/3　地元1/3                        　　県1/2　地元1/2　　　　　　　※地元1/2は、県有地等で実施する整備が対象　県予算額：28,000千円 市町村、地元団体等 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課
屋外広告物適正化推進事業（広域幹線沿道等集中適正化事業） 広域幹線沿道における、広告主や関係広告業者が覚知できず指導対象が不明の屋外広告物に対して、市町村が行う略式代執行及び行政代執行に要する費用を助成　スキーム：県10/10　県予算額：2,100千円 市町村 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課
新　ごみ処理広域化奈良モデル推進事業

複数市町村が連携して実施するごみ処理施設整備に対し補助　スキーム：計画・調査等              国負担分を除き県1/2　市町村1/2　　　　　　施設整備              県1/4　市町村3/4　助成内容：計画・調査等　　　　　　　国交付金対象事業で、計画・調査等に要する市              町村負担額　　　　　　施設整備　　　　　　　国交付金対象事業または地方交付税措置がある              事業に係る市町村公債費のうち、地方交付税算              入額を差し引いた額  県予算額：104,000千円
市町村等 奈良県 景観・環境局環境政策課

②地域づくり団体に対する直接助成 人権啓発推進事業（なら・ヒューマンフェスティバル開催事業） 法務局、国、県、市町村が連携し、実行委員会形式により、県民が楽しみながら様々な人権に身近に触れる機会を提供する県内最大のイベントを開催　スキーム：国1/3　県1/3　市町村1/3　助成対象：なら・ヒューマンフェスティバル実行委員会　県予算額：3,600千円 実行委員会 奈良県 くらし創造部人権施策課
「不法投棄ゼロ作戦」推進事業（「不法投棄ゼロ作戦」県民啓発事業）

市長会、町村会等と県とが実行委員会形式で行う「不法投棄ゼロ作戦」推進キャンペーン開催への助成  スキーム：県10/10  助成内容：街頭キャンペーン経費等  助成対象：奈良県不法投棄ゼロ作戦推進キャンペーン実行委　　　　　　員会  県予算額：1,500千円 実行委員会 奈良県 景観・環境局環境政策課
植栽協働管理推進事業 植栽計画のエリア内における植栽整備後の維持管理について、地元団体等との協働による取り組みを定着させるため、県整備箇所の維持管理を行う地元団体等に対し支援　県予算額：200千円 地元団体等 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課③県庁力によるサポート 児童虐待防止推進事業（地域支援者児童虐待対応力向上事業） 児童虐待対応に係る民生委員・児童委員活動を対象とした研修を実施　支援内容：研修会の開催　支援対象：民生・児童委員、主任児童委員、市町村職員等　県予算額：130千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども家庭課
児童虐待防止支援事業（市町村・関係機関の児童虐待対応力の向上）

児童虐待の関係機関（者）の意識改革・意識向上、対応スキルの向上、児童虐待防止ネットワークの推進のための支援実施 スーパーアドバイスチーム派遣支援 意識改革・スキル向上のための研修　支援内容：法的助言等専門的アドバイスを実施　支援対象：市町村、関係機関等　県予算額：1,380千円 市町村等 奈良県 こども・女性局こども家庭課
ＤＶ相談支援事業（相談研修事業） 市町村等のＤＶ相談窓口機能強化のための相談員研修会の開催　支援内容：専門研修の実施　支援対象：市町村職員、民生委員、保健師等　　県予算額：119千円 市町村 奈良県 こども・女性局こども家庭課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 人権啓発推進事業（人権パートナー養成・活用事業）
「人権のまちづくり」に向けた人材養成と活用を推進  支援内容：〈人材の養成〉「人権パートナー」養成講座　　　　　  〈人材の活用〉「人権パートナー」活用事業　　　　　　　  過去に養成した人権指導者等のフォローアッ　　　　　　　　プ、人材登録を行い、市町村・ＮＰＯ等民間　　　　　　　　機関での活用を推進  支援対象：全市町村、ＮＰＯ等  県予算額：1,667千円 市町村、ＮＰＯ等 奈良県 くらし創造部人権施策課

人権相談支援事業（人権相談ネットワーク推進事業） なら人権相談ネットワーク構成機関相談員を対象とした研修・交流会の開催（２講座）、奈良県人権施策に関する基本計画における重要課題に関する専門的内容、及び相談の基本的スキル・ノウハウを修得する研修の開催（８講座）　支援対象：全市町村、ＮＰＯ等　県予算額：548千円 市町村、ＮＰＯ等 奈良県 くらし創造部人権施策課
新　(仮称)奈良県犯罪被害者等支援条例普及啓発事業 犯罪被害者等に対する総合的相談窓口の充実への支援　支援内容：窓口で提供する基本的な情報等に係る研修等を実施　支援対象：市町村　県予算額：74千円 市町村 奈良県 くらし創造部人権施策課親切・美化県民運動事業（クリーンアップならキャンペーン事業） 毎年９月の「クリーンアップならキャンペーン月間」における市町村の、美化啓発・実践活動を支援　支援内容：活動に使用するゴミ袋を配布　支援対象：全市町村　県予算額： 495千円 市町村 奈良県 景観・環境局環境政策課
吉野川マナーアップキャンペーン事業 吉野川流域の各市町村毎に、県職員、市町村職員、ボランティア団体等により、ごみの持ち帰りの呼びかけ等を実施　支援内容：広報、消耗品（ゴミ袋、軍手）等の提供　支援対象：流域市町村、ボランティア団体等　県予算額：540千円 市町村、ボランティア団体等 奈良県 景観・環境局環境政策課
循環型社会推進「奈良モデル・プロジェクト」 奈良県・市町村長サミットを継承し、新奈良県廃棄物処理計画（H25.３）に掲げるごみ処理の広域化や災害廃棄物処理対策の推進等重点施策について、県・市町村の連携・協働「奈良モデル」による施策推進を実施　支援対象：市町村等　県予算額：3,740千円 市町村等 奈良県 景観・環境局環境政策課
「なら四季彩の庭」づくり普及推進事業 市町村や地元団体等との協働関係を構築していくため、植栽計画の積極的な広報等を実施　「なら四季彩の庭」シンボルマークを使用したプレートの設置　植栽ジャーナルの作成・配布　県予算額：3,313千円 市町村、地域団体、県民等 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課屋外広告物適正化推進事業（沿道景観向上推進事業） 広域幹線のうち中和幹線沿道における、広告景観の向上を促進するため、屋外広告物の改修等費用を補助　支援内容：屋外広告物業者への補助金交付　県予算額：3,500千円 屋外広告物業者 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課屋外広告物指導取締事業（良好な景観づくり推進事業） 屋外広告業の登録権者である県と屋外広告物の許可権者である市町村が連携し、違反是正活動や啓発活動を展開　支援内容：合同調査、キャンペーン（９月）等　支援対象：全市町村　県予算額：402千円 市町村 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課
景観づくり推進事業 奈良県景観計画・条例の効果的運用を行うとともに市町村による景観法の活用（景観計画策定等）を支援  支援内容：連絡会議の開催等　支援対象：全市町村　県予算額：919千円 市町村 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課
景観普及啓発事業（奈良県景観資産登録） 県内の景観的な価値を有する眺望地点等を奈良県景観資産として登録し、景観づくりへの県民意識の向上を図るとともに、市町村にある登録資産を観光資源としてＰＲを実施し、市町村を支援　支援内容：パンフレット等の作成配付、案内サイン設置等　支援対象：市町村　県予算額：1,183千円 市町村 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課
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区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 外来種防除事業 市町村等が捕獲した特定外来生物アライグマの安楽死措置を実施　支援対象：全市町村　  県予算額：2,389千円 市町村 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課④国からの助成 地方改善事業 生活環境等の安定向上を図る必要のある地域の住民の生活環境の改善を図るため、市町村が設置する共同施設の整備を補助　スキーム：1/2以内 市町村 厚生労働省 くらし創造部人権施策課循環型社会形成推進交付金 市町村が循環型社会形成の推進に必要な廃棄物処理施設の整備を実施するために、循環型社会形成推進地域計画に基づく事業に対し交付金を交付　スキーム：1/3　1/2 市町村 環境省 景観・環境局廃棄物対策課新　二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金 廃棄物処理施設におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出抑制を目的として、市町村が廃棄物処理施設の整備を実施するために、循環型社会形成推進地域計画に基づく事業に対し交付金を交付　スキーム：1/3　1/2 市町村 環境省 景観・環境局廃棄物対策課生物多様性保全推進支援事業 地域における先行的・効率的な活動を支援し、国土全体の生物多様性の保全再生を着実に進め、自然共生社会づくりを推進するため、地域における生物多様性の保全再生に資する活動等に必要な経費に対し交付　助成内容：活動等に必要な経費の一部を国が交付　スキーム：1/2以内 地域生物多様性協議会 環境省 景観・環境局景観・自然環境課エコツーリズム推進アドバイザー派遣事業 エコツーリズムに取り組む地域へ専門知識や取り組みの経験を要するアドバイザーを派遣し、地域が抱えている課題やニーズに対して個別に助言・指導　助成内容：アドバイザーの派遣 協議会、観光協会、商工会議所等 環境省 景観・環境局景観・自然環境課⑤公的団体からの助成 環境保全促進助成事業 地域環境及び地球環境にかかる保全活動・教育啓発の推進を図るための事業への助成　助成金額：2,000千円（上限）（都道府県・市町村の事業）   　　　　 1,000千円（上限）（コミュニティ組織の事業）　助成割合：10/10 県、市町村 (一財)自治総合センター 地域振興部市町村振興課
地球環境基金助成金 民間団体（ＮＧＯ・ＮＰＯ等）による環境保全活動への資金の助成  助成内容：活動に必要な経費の一部を助成　助成金額：500～12,000千円 民間の発意に基づき活動を行う営利を目的としない法人その他の団体 (独)環境再生保全機構 景観・環境局環境政策課
宝くじ桜寄贈事業 新しいさくらの名所の創設を通じ、国民へ潤い、安らぎ、豊かな環境を提供  助成内容：桜の苗木の配布 市町村等 (公財)日本さくらの会 景観・環境局景観・自然環境課⑥アドバイス・相談 「女性就業支援全国展開事業」 女性の就業促進と健康保持増進のための支援施策の全国展開を図るため、相談対応や講師派遣等を行い、女性関連施設等を支援　支援内容：相談員、講師派遣 － 厚生労働省 こども・女性局女性活躍推進課地域における男女共同参画を支援するためのアドバイザー派遣事業 地域における課題を解決し、男女共同参画促進を支援するためのアドバイザーの派遣に係る経費の一部を助成　支援内容：謝金と旅費を講師に直接支給 － 内閣府 こども・女性局女性活躍推進課「なら四季彩の庭」づくり連携推進事業 植栽計画の内容を実現させるため、県、市町村、地元団体等で構成されるエリア協議会等の設立及び活動を推進　支援内容：エリア協議会等を設立するための支援　　　　　　　会場使用料の負担等　　　　　　エリア協議会等の活動を促進するための支援　　　　　　　アドバイザーの派遣等 － 奈良県 景観・環境局景観・自然環境課
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５．地域でくらすためのサポート

（４）地域の住まいづくりのためのサポート区分 名称 目的・内容 助成対象 実施主体 県窓口担当③県庁力によるサポート 南部・東部集落づくり支援事業 南部・東部地域における定住促進、交流人口の増加、空き家の利活用等の集落づくりのプロジェクトを推進するため、市町村が必要とする技術的支援を実施　県予算額：64,000千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局住まいまちづくり課近鉄大福駅周辺地区拠点整備事業 桜井市の近鉄大福駅周辺地区において、まちづくり包括協定を踏まえ、市と協働して桜井県営住宅県有地を活用したまちづくりを推進　県予算額：30,460千円 市町村 奈良県 まちづくり推進局住まいまちづくり課④国からの助成 社会資本整備総合交付金（地域住宅計画に基づく事業） 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備を推進するために、市町村が地域住宅計画に基づいて行う事業に対する助成　スキーム：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住まいまちづくり課防災・安全交付金（地域住宅計画に基づく事業） 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の耐震性の確保等、防災・安全に係る整備を推進するために、市町村が地域住宅計画に基づいて行う事業に対する助成　スキーム：1/2 市町村 国土交通省 まちづくり推進局住まいまちづくり課
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